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労組周辺動向 No.97 

2020 年 10 月 2 日現在 

 

1. 法・政策 

(1) 自己都合退職の「給付制限期間」が２０２０年１０月１日から３か月から２カ月に短縮 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000655465.pdf 

 

(2) 「男性産休」新設へ本格議論が公正労働省で開始―年内に制度案子どもが生まれた直

後の時期に、父親向けの「産休」を取ってもらうための新制度の検討が厚生労働省で始ま

った。父親の育児休業の取得率が伸び悩んでいるため、社会的・経済的に後押しする枠組

みをつくり、取得を促す狙いがある。年内に制度案をまとめ、来年の通常国会での関連法

改正を目指す。 

 

「第 30回労働政策審議会雇用環境・均等分科会」 

「男性の育児休業取得促進等について」 

https://www.mhlw.go.jp/content/11901000/000676815.pdf 

 

「男性の育児休業取得促進等に関する検討項目（案）」 

https://www.mhlw.go.jp/content/11901000/000676816.pdf 

 

(3) 「新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金の特例措置を延長します」 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000677657.pdf 

 

 

2. 法違反・闘い 

(1) 違法な時間外労働は約半数の事業所で：厚生労働省調査 

厚生労働省が昨年度に立ち入り調査を行った全国の３２，９８１事業所のうち、労使協定の

上限を超えて残業をさせるなど、違法な時間外労働が確認できたのは全体の半数近くに上

ったことがわかった。 

残業をするために必要となる労使協定がなかったり、労使協定の上限を超えて残業させた

りするなど 

違法な時間外労働が確認されたのは１５，５９３か所と、全体の４７．３％に上った。 

 

このうち 1 か月の残業が過労死ラインとされる 80 時間を超えるケースが確認されたのは

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000655465.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11901000/000676815.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11901000/000676816.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000677657.pdf
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５，７８５か所で率にして３７．１％、１５０時間を超えるケースがあったのは７３０か所、

４．７％あった。 

 

長時間労働の是正に向けては、働き方改革関連法が施行され、去年４月から大企業で時間外

労働の上限規制が始まったほか、ことし４月からは中小企業も対象となっている。 

 

「長時間労働が疑われる事業場に対する令和元年度の監督指導結果を公表します」 厚生

労働省 

https://www.mhlw.go.jp/content/11202000/000667303.pdf 

 

(2) 「早く職場に戻して」帝京長岡高の元教諭が訴え―新潟地裁が解雇不当の決定 

帝京長岡高校元教諭が、自身が労働組合員であるのを理由に運営する学校法人帝京蒼柴学

園に解雇されたとして教員としての地位確認と賃金の仮払いを求めた仮処分申し立てで、

新潟地裁長岡支部が解雇は不当だとする決定を出した。吉田さんらは「学園側は決定を真摯

に受け止め、一日でも半日でも早く職場に戻してほしい」と訴えた。 

 

決定では、吉田さんが生徒に対し不適切な発言をしたなどとして「職務に必要な適格性を欠

く」ために普通解雇したことを、被害を訴えた生徒が限られる点などから「解雇権の乱用に

当たる」と判断した。 

 

(3) 部活顧問「定額働かせ放題」：長崎の私立高事務職員が未払いの時間外賃金など求め学校

を提訴 

長崎県内の私立高校で陸上競技部顧問を務める５０代の女性事務職員が、部活動強化のた

め自宅に選手を下宿させることを余儀なくされ長時間労働を強いられたとして、学校法人

に未払いの時間外賃金など約１，５８０万円の支払いを求め長崎地裁に提訴した。部活の現

職の指導者が過重労働を理由に勤務先を訴えるのは異例。女性は「指導者の自己犠牲を前提

とした部活強化はおかしい」と訴える。 

 

同校では部活強化のため各部の顧問に特待生の獲得枠が割り振られ、女性は 3～4 人の獲得

を求められた。しかし、女子の陸上競技部は長く休部状態だったため近隣から有力選手を集

めるのは難しく、離島など遠方から勧誘せざるを得なかった。寮はなかったので勧誘した生

徒を自宅に下宿させることにし学校側も了承。多い時で 3 人が下宿した。 

 

好成績を残すには選手の体重管理が重要なため、女性は毎朝午前５時ごろから朝食や昼の

弁当を作る。日中は事務職員として就職指導の仕事をした後、放課後は午後６～７時ごろま

で練習を指導し、その後も選手の通院送迎や夕食作りをする。土日祝日も練習や大会があり、

「時間外労働は毎月１００時間を超す」と言うが、支給される「超過手当」は毎月約１４，

０００円にとどまる。 

 

女性は学校側に寮設置などを再三求めたが「ある程度、自己犠牲の下でやらないと」などと

https://www.mhlw.go.jp/content/11202000/000667303.pdf
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言われたという。「過重労働を強いる学校の姿勢を問いたい」として、請求権が残る２年分

の時間外賃金９０５万円と労働基準法違反の付加金（制裁金）674 万円を求め、提訴するこ

とにした。 

 

(4) ベテラン俳優が労災申請―撮影時に脚骨折「実態は労働者」 

テレビドラマの撮影現場で２０１７年、左脚の骨を折る重傷を負ったベテラン俳優恩田恵

美子さん（８３）が、休業補償を求め労災申請していることが、分かった。恩田さんは長年、

所属プロダクション会社から仕事を請け負う形で活動。労働基準監督署などは個人事業主

に当たるとして２度にわたり申請を退けたが、恩田さんは「働き方の実態は労働者と同じ」

と強調、労働保険審査会に再審査請求している。 

 

俳優などの芸能関係者はプロダクション会社などと雇用関係になく労災保険の対象外にな

るケースが大半だが、対象に含めてほしいとの要望が強く厚生労働省は拡充を検討してい

る。 

 

 

3. 情勢・統計 

(1) ６５歳以上、過去最高２８．７％ 就業者は１６年連続増―敬老の日・総務省 

総務省は９月２０日、「敬老の日」に合わせ、６５歳以上の高齢者の人口推計を発表した。

９月１５日時点で前年より３０万人増の３，６１７万人となり、総人口に占める割合も０．

３ポイント増の２８．７％とともに過去最高となった。一方、２０１９年の６５歳以上の就

業者数は８９２万人と、１６年連続で増加した。 

 

高齢者の割合は１９５０年以降一貫して上昇しており、第２次ベビーブーム世代（１９７１

～１９７４年生まれ）が６５歳以上となる２０４０年には３５．３％になると見込まれる。 

世界の比較では、６５歳以上の割合は日本が最も高く、イタリア２３．３％、ポルトガル２

２．８％、フィンランド２２．６％が続いた。 

過去最多の８９２万人を記録した就業者数は、２０１８年から３０万人増加。１５歳以上の

就業者総数に占める割合も０．４ポイント増の１３．３％と過去最高になった。 

役員や自営業者を除く就業者５０３万人のうち、契約社員やアルバイトなどの非正規雇用

が３８９万人で、７７．３％を占めた。 

 

「統計トピックス No.126 統計からみた我が国の高齢者」総務省 

https://www.stat.go.jp/data/topics/pdf/topics126.pdf 

 

(2) 世界の労働所得１０．７％減―コロナ、就労予測も大幅悪化 

国際労働機関（ＩＬＯ）は、新型コロナウイルス感染症の拡大による経済停滞の影響で、２

０２０年１～９月期の世界の労働所得が前年同期比で１０．７％減少し、損失額は３兆５千

億ドル（約３６７兆円）に上るとの推計を発表した。 

 

https://www.stat.go.jp/data/topics/pdf/topics126.pdf
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ＩＬＯは６月に、今年４～６月期の世界全体での総就労時間が、新型コロナの感染が拡大す

る前の２０１９年１０～１２月期と比べて１４％減ると予測したが、今回の推計では１７．

３％減と大幅に下方修正。週４８時間勤務の常勤労働者に換算すると４億９，５００万人が

失業したことになる。 

 

”COVID-19 leads to massive labour income losses worldwide” ILO 

https://www.ilo.org/global/about-the-ilo/newsroom/news/WCMS_755875/lang--

en/index.htm 

 

(3) 学校制服、男女でスラックス標準に：姫路・山陽中学校 

姫路市立山陽中学校は来年度から採用する新たな制服について、男女ともスラックスとブ

レザーを標準にすると発表した。性別にとらわれないジェンダーレスの観点から女子に選

択肢を設ける学校は増えているが、スラックスを基本とするのは全国的にも珍しい。背景に

は選択制を導入しても、周囲の目が気になってスラックス着用が進まない現状もあるとい

う。 

 

(4) 民間企業で働く人の去年の平均年収が７年ぶりに減少 

民間企業で働く人の去年の平均年収は４３６万円で、おととしに比べて１％少なくなった。

前の年を下回るのは２０１２年以来。 

 

国税庁が発表した「民間給与実態統計調査」によると、去年 1年間を通して民間企業で働い

た会社員やパートはおよそ５，２５５万人で、給与の総額は２２９兆円余りだった。 

 

この結果、１人当たりの平均年収は４３６万円となりおととしに比べ４万円余り、率にして

１％ちょうどの減少となった。 

 

性別で見ると男性は１％ちょうど減って５４０万円、女性は０．８％増えて２９６万円だっ

た。 

 

また役員をのぞく正社員と非正規雇用の人を比べると正社員はほぼ横ばいの５０３万円、

非正規雇用の人は２．５％減って１７５万円。 

 

国税庁は去年の 1 人当たりの給与の減少について、１００人以上が働く事業所では増えた

一方、働く人のおよそ４割が勤める１００人未満の中小事業所ではおととしより５％前後

減ったことが要因だとみられるとしています。 

 

「令和元年分民間給与実態統計調査結果について」 国税庁 

https://www.nta.go.jp/information/release/kokuzeicho/2020/minkan/pdf/2019chosakekk

a.pdf 

 

https://www.ilo.org/global/about-the-ilo/newsroom/news/WCMS_755875/lang--en/index.htm
https://www.ilo.org/global/about-the-ilo/newsroom/news/WCMS_755875/lang--en/index.htm
https://www.nta.go.jp/information/release/kokuzeicho/2020/minkan/pdf/2019chosakekka.pdf
https://www.nta.go.jp/information/release/kokuzeicho/2020/minkan/pdf/2019chosakekka.pdf
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(5) 来年から定昇「評価型」に一本化―トヨタ労組受け入れ 

トヨタ自動車労働組合（約７万人）は、社員の毎春の定期昇給を評価型に一本化し、一律の

定昇の廃止を決めた。会社側の提案を受け入れた。評価が高い社員ほど給料は上がりやすく

なるが、評価が低いと「定昇ゼロ」もありえる。２０２１年から導入する。 

 

定昇から一律部分がなくなり、評価に応じて各社員の定昇額が決まる。これまでに比べ、各

社員の評価の違いによる定昇額の差が広がる。最も低い評価の場合、定昇額は「ゼロ」にな

ることもある。 


